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過去の実績を踏まえ設定

28件 37 38件 37 37

外部評価 様式1-2
調書番号

事 業 名 その他社会福祉団体等関係助成費 5

細事業名 福祉施設経営指導事業費補助金 財務コード 074805

担当部課室 福祉保健 部 福祉保健総務 課 福祉企画・生活保護 担当 （内線） 3069

Ⅰ　事業の概要

実施期間 始期 H2 年度 終期 年度

事業の内容
主にH27年度

山梨県社会福祉協議会が行う社会福祉施設の運営に関する指導・援助事業等に助成する。

補助先：社会福祉法人山梨県社会福祉協議会
補助率：１０/１０
事業の内容：山梨県社会福祉協議会に福祉施設経営指導員を置き、各社会福祉施設・法人が行う運営の取組み（会計税務、
　　　　　　　　入所者処遇、施設経営、職員待遇等）に対し、専門家による助言・指導・援助、研修等の実施
　　　　　　　　・福祉施設経営指導員：専任１名、兼任３名（弁護士、社会保険労務士、税理士）

Ｈ２７年度事業実績
〇集団指導　１回開催
〇来所相談件数　６件
　 訪問相談件数　２件
　 電話・文書相談件数　３０件　　合計３８件
   ※相談内訳：会計税務　８件、入所者処遇　７件、職員処遇　１６件、その他　７件　合計３８件
〇研修　平成２８年２月２９日（月）　「福祉法人向け人材採用・育成研修」（中堅職員・リーダー向け）　参加者３７名

実施主体 補助（山梨県社会福祉協議会）

事業の目的

だれ（何）を対象に その対象をどのような状態にして

根拠法令等 山梨県福祉サービス向上等支援事業費補助金交付要綱

結果、何に結びつけるのか

社会福祉施設 適正かつ安定的な経営と施設利用者
へのサービス向上が図られている

社会福祉施設の運営全般の質的向上

Ⅱ　事業の目標、実施状況等（事業実績及び成果の達成状況）

事業の実施状況と
目標の実現度

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度
事業目標の考え方

実績値 目標値 実績値 見込値 目標値

活
動
指
標

活
動
指
標

目標設定の考え方

データの出典等

活動指標達成率
（実績値／目標値）

102.7％
実績報告書

相談件数

成
果
指
標

成
果
指
標

決算額又は予算額 3,078 3,133 3,255 3,255 成果指標によらない成果

目標設定の考え方

データの出典等

成果指標達成率
（実績値／目標値）

％

相談者向けアンケートによると、経営指導
員による相談体制は大いに満足、又は満
足との評価を得ており、相談によって得ら
れた内容は施設運営にフィードバックさ
れ、結果、施設運営が適正かつ安定的
に行われ、福祉サービスの向上が図られ
ていることから、意図した成果を上げてい
る。

所要時間（直接分） 80 時間 80 時間 80 時間 80 時間

3,078 3,133 3,255 3,255

80 時間

人件費ｺｽﾄ 単位:千円
(＠2,044円×所要時間)

164 164 164 164

時間 時間

所要時間計 80 時間 80 時間 80 時間

所要時間（間接分） 時間 時間

Ⅲ　これまでの事業の見直し・改善状況

Ｈ２１年度：事務の見直しを図ることにより、臨時職員（0.5人分)の補助を削減
Ｈ２２年度：巡回指導について、必要な指導は個別指導で対応することとし、削減
Ｈ２４年度：専任の経営指導員を嘱託職員とし、人件費削減

（千円） うち一財額

平成２８年度 事務事業自主点検シート



Ⅵ　見直しの方向（平成２９年度当初予算等での対応状況）

Ⅳ　活動量と成果の判断（平成２７年度の業績評価）

（１）事業は予定された活動量を上げているか　（「活動指標の達成率」等から事業の活動量を判断）

数値判定

活動量に係る
一次評価

　　　　　活動量に係る一次評価の考え方　　　※数値判定と一次評価が異なる場合等に記載すること

H27年度
活動指標
の達成率

ｂ b

説　　　　　　　明
Ⅳ以外の
判断項目

a：予定を超えた活動量がある(120%以上)　　 　b：予定どおりの活動量がある（80%以上120%未満） 　　　c：予定したほど活動量がない(40%以上80%未満)
d：予定した活動量に著しく足りない(40%未満)

（２）事業は意図した成果を上げているか　（「成果指標の達成率」、「成果指標によらない成果」から事業の成果を判断）

数値判定

成果に係る
一次評価

　　　　　成果に係る一次評価の考え方     ※必ず記載すること

H27年度
成果指標
の達成率

　経営指導員等の専門家による施設運営に係る相談支援体制について、相談者（施設経営者等）に対して行っ
たアンケート調査の結果、大いに満足又は満足との評価を得ており、施設の適正かつ安定的な経営と入所者の
処遇向上に一定の成果を上げている。

b

予算要求時に
記入

予算編成後に
修正等

・見直しの方向は、「廃止」「一部廃止（施設については「譲渡」）」「終期設定」「休止」「他事業と統合」「縮小」「拡大」「実施方法等の変更」「改善済み」の中から
  選択し、Ⅴ見直しの必要性を踏まえ、具体的な実施計画等を分かりやすく記載すること
・見直しがない場合は「現行どおり」と記載し、必要に応じてその理由を記載すること

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄は、上記と同様とする

見直しの方向 具体的な実施計画等　　※「見直しの必要性」と「見直しの方向」が異なる場合は、その理由も記載すること

有

　当該事業は、長寿化の進展等により社会福祉施設が果たす役割が増大していく中で、社会福祉施設運営全般の
質的向上を目的とし、H2年７月に厚生省において「福祉施設経営指導事業実施要綱」が整備され、国庫補助事業
として開始された。H17年度からは、三位一体改革による国庫補助事業の見直しに伴い財源移譲（交付税措置）さ
れたことから、県単独事業として実施している。H12～H19までは170件～500件程度の相談があったが、近年では、
各福祉施設が自立した経営を行えるようになったことなどから、相談件数は30件～40件程度で安定している。しか
し、H27年度から新会計基準へ移行したことや、H28年度からの社会福祉法人制度の改革・社会福祉法の改正によ
り、今後も研修や経営指導員による指導・相談支援等が必要であることから、当分の間、年間を通して随時相談等を
行っていたところを見直し、毎週決まった日に相談日（週２回）を設け、各福祉施設への相談支援等を実施していく。

i

・「Ⅳ以外の判断項目」の欄
    a：目的の達成　 b：新たな課題への対応　 c：対象の変化　 d：ニーズの変化　 e：法律・制度の改正   f：民間等実施    g：市町村等へ移管    h：外部委託
     i：経費節減 　j：類似事業と統合・連携 　k：所要時間の縮減 　l：ﾌﾟﾛｾｽの改善    m：その他

　二次評価（担当部局再評価結果）　※行政評価アドバイザー会議（外部評価）での指摘事項を踏まえた担当部局による再評価

見直しの必要性 説　　　　　　　明
Ⅳ以外の
判断項目

a：意図した成果を十分に上げている(120%以上) 　　 b：意図した成果はほぼ上げている(80%以上120%未満) 　　 c：意図した成果は十分ではないが、対象や
   方法の改善により成果の向上が見込める(40%以上80%未満) 　　 d：意図した成果が十分でなく、成果を上げる方法も見あたらない(40%未満)

Ⅴ　見直しの必要性（平成２９年度に向けた改善等の考え方）

　一次評価（担当部局評価結果）

見直しの必要性



様式2

調書番号：　５

具体的な業務
プロセス（手順）

Ｈ２７
所要
時間
（ｈ）

Ｈ２８
所要
時間
（ｈ）Ａ

Ｈ２９
所要
時間
（ｈ）Ｂ

縮減等
Ｂ－Ａ

具体的業務の
見直しの内容

補助金交付申請
書の審査

28 28 28 0なし

補助金の支払事
務

12 12 12 0なし

補助金実績報告
書の審査

28 28 28 0なし

補助金の精算事
務

12 12 12 0なし

0

80 80 80 0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

80 80 80 0

（留意事項）

７　適宜、業務内容に合わせ、行を加除して記載すること。（複数ページ可）

１　事業を細分化した業務名は、事務事業を構成する業務ごとに細分化し、その業務名を記載すること。

２　具体的な業務プロセス（手順）は、できる限り多くのプロセスを記載すること。

４　各年度の所要時間（計）は、事務事業自主点検シートの「Ⅱ　事業の目標、実施状況等」の「所要時間計」と一致すること。

５　具体的業務の見直しの内容は、わかりやすく簡潔に記載すること。（県民から見て分かりやすい表現とすること。）なお、見直しがない
 場合は、「なし」と記載すること。

見直しに至った理由等
（又は見直しなしの理由等）

業務上必要なプロセスであり、最短の所
要時間で処理しているため。

〃

〃

〃

6，7月

7月

翌4月

翌4月

所属名：　福祉保健総務課

業務の
時期
（フロー）

細事業名：　福祉施設経営指導事業費補助金

自主点検シート（事業の内容及び所要時間）に関する附属資料

６　見直しに至った理由または見直しなしの理由は、詳細に記載すること。（具体的な業務プロセスごと、または細分化した業務ごとに記
 載すること。）

３　業務の時期は、業務のフローがわかるように具体的な業務プロセスごとに記載すること。（毎月、四半期ごとの業務等は、その１サイ
  クルの期間を記載すること。）

補助金支払業
務

（小計）

所要時間　（計）

（小計）

事業の内容を
細分化した
業務名

1

（小計）

3



福 祉 施 設 経 営 指 導 事 業 

 
１ 経緯 
福祉施設経営指導事業については、平成２年７月に厚生省において、長寿化の進展等に対応して今後社会福祉施設が果たす役割がますま

す増大していく中で、社会福祉施設の施設経営の近代化と施設運営の効率化を図るとともに、国民の生活水準の向上に対応した入所者処遇

等の質的向上を図っていく必要があることから、各施設が自主的に行っている運営の取組みに対し、専門家の助言、指導等が受けられる体

制を「福祉施設経営指導事業実施要綱」により整備することとなり、国庫補助事業として開始された。 
平成１７年度からは、三位一体改革による国庫補助事業の見直しに伴い財源移譲（交付税措置）されたことから、県単独事業として実施

している。 
 
２ 事業の目的 

  社会福祉施設の適正かつ安定的な経営と入所者処遇の向上等をめざして各法人・施設が行う運営の取り組みに対し、専門家による指導・

援助を行う体制を整備し、もって、社会福祉施設の施設運営全般の質的向上に資することを目的とする。  
 
３ 事業主体 

  山梨県社会福祉協議会 

 
４ 事業の内容 

（１） 次の事項に関する助言、指導援助（来所、電話、文書相談・訪問指導） 
   ①入所者処遇に関すること  ②施設経営に関すること   ③職員待遇に関すること   ④会計、税務に関すること 
    ⑤安全、衛生管理に関すること      ⑥その他社会福祉施設の運営に関すること                      
（２） 経営指導連絡協議会 

 経営指導事業の円滑な実施、事業の効果的推進、活動実績、相談内容の分析等について協議する。                              

 （３）その他の事業 
・リーフレット、チラシ等配布 
・社会福祉施設役員研修（福祉施設経営講座） 
                                        

５ 福祉施設経営指導員 
 この事業を実施するため、県社協に「福祉施設経営指導員（以下「経営指導員」という。）」を置く。 
  ① 専任１人 
  ② 兼任３人（弁護士、社会保険労務士、税理士） 
 



６ 事業の対象 
  社会福祉施設を経営する全ての社会福祉法人等 
  ※社会福祉施設：社会福祉施設は、老人、児童、心身障害者、生活困窮者等社会生活を営む上で、様々なサービスを必要としている者を援護、

育成し、または更生のための各種治療訓練等を行い、これら要援護者の福祉増進を図ることを目的としている。 

社会福祉施設には老人福祉施設（特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター等）、児童福祉施設（保育所、児童養護施

設、乳児院等）、障害者支援施設等がある。 

 

７ 事業区分  
  補助事業（県単独 10/10） 







（集計方法） 山梨県社会福祉協議会の年度別「事業報告書」より抽出しました。

訪問相談 2 0 3 1 0 3 18 25 42 47

来所相談 6 5 4 6 8 10 6 2 23 26

電話文書相談 30 23 25 44 34 40 33 47 112 120

集団指導

計 38 28 32 51 42 53 57 74 177 193

集団指導 1 2 2 2 3 3 7 7 2 3

施設経営一般 0 1 2 3 2 7 2 19 42 47

会計税務 8 4 7 8 4 18 15 13 28 30

職員処遇 16 20 21 38 33 28 23 30 60 61

入所者処遇 7 0 0 2 0 5 6

労使問題 0 0 0 2 1 0 17 1 5 4

その他 7 3 2 0 11 37 45

計 38 28 32 51 42 53 57 74 177 193

障害者施設 9 1 4 10 9 5 8 15 19 21

児童福祉施設 3 4 13 8 8 17 16 13 8 12

老人福祉施設 20 17 10 14 21 26 32 28 22 23

その他 6 6 3 4 4 0 0 0

法人本部 0 0 2 15 0 5 1 18 128 137

計 38 28 32 51 42 53 57 74 177 193

経営指導相談事業発生件数一覧

相談件数

相談内容

種別件数

平成
２７年度

平成
２６年度

平成
２４年度

平成
２３年度

平成
２５年度

平成
１８年度

平成
２２年度

平成
２１年度

平成
２０年度

平成
１９年度

※相談内容

○施設経営

・事業拡大について

・経営内容の情報公開について

○会計税務

・経理規程の改訂について

・備品等固定資産の処分について

・新会計基準について

○入所者処遇

・利用者からの苦情対応

・利用者サービスについて

○職員待遇

・就業規則について

・臨時職員等の年次有給休暇について

・育児休業取得後の職場復帰について



山梨県福祉サービス向上等支援事業費補助金交付要綱 
 
 
（目的） 
第１条 知事は、社会福祉法人山梨県社会福祉協議会（以下「県社協」とい 
う。）が行う福祉サービスの向上等を目的とした事業に対して予算の範囲内で

補助金を交付するものとし、その交付については、山梨県補助金等交付規則

（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）に定めるもののほ

か、この要綱の定めるところによる。 
 
（定義） 
第２条 この要綱において「福祉サービス向上等支援事業」とは、次に掲げる事 
業をいう。 

 (1) 山梨県福祉サービス第三者評価推進事業実施要綱（平成１７年４月１日福 
保総第１５３７号）に基づき実施する福祉サービス評価推進機構設置事業 

 (2) 山梨県福祉施設経営指導事業実施要綱（平成１７年４月１日福保総第１５ 
３８号）に基づき実施する福祉施設経営指導事業 

 
（補助金の額） 
第３条 この補助金は、別表の１事業区分欄に掲げられた事業毎に２基準額欄に 
掲げる額と３対象経費欄に掲げる経費の実支出額とを比較して少ない方の額

と総事業費から当該事業に係る収入額を控除した額とを比較して少ない方の

額を交付額とする。 
 
（補助金の交付申請）  
第４条 県社協は、補助金の交付を受けようとするときは補助金交付申請書（様 
式第１号）に、次の各号に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならな

い。 
  (1) 補助金所要額調書  
 (2) 事業計画書  
 (3) 収支予算書  
 
（補助金の交付決定）  
第５条 知事は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、そ 
の内容を審査の上、適当と認められるときは補助金の交付決定を行い、当該申

請者に通知するものとする。 
 
（交付の条件）   
第６条 規則第６条に規定する交付の条件は次の各号のとおりとする。 
  (1) 第２条各号に掲げる事業相互間の経費の流用は行うことはできない。 
  (2) 交付決定後に補助事業に変更が生じた場合は、変更承認申請書（様式第２ 
号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

      ただし、次に掲げる程度の軽微な変更は除く。 



     ア 各事業区分内の各費目相互間におけるいずれか低い額の２０％以内

の経費の配分の変更 
   イ 補助事業の遂行過程で生じた事情変更等による事業内容の変更で、そ 

の内容が軽微であり、再度承認を得る必要がないと客観的に認められる

ものであって補助金の額の増額を伴わないもの 
 
（概算払） 
第７条 知事が必要と認めたときは、補助金の概算払をすることができる。 
２ 県社協は、補助金の概算払を受けようとするときは、概算払請求書（様式第 
３号）を知事に提出しなければならない。     

 
（実績報告） 
第８条 県社協は、事業が完了したときは、実績報告書（様式第４号）に、次の 
各号に掲げる書類を添えて知事に提出しなければならない。 

 (1) 補助金精算書 
 (2) 事業実績報告書                             
 (3) 収支決算書 
 （4）その他知事が必要と認める書類 
２ 前項の規定による報告は、事業完了の日から１か月を経過した日又は補助金 
の交付を決定した年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに行う

ものとする。 
 
（補助金の額の確定）  
第９条 知事は、前条の報告を受けた場合は、報告書等の書類の審査及び必要に 
応じて現地調査等を行い、その報告に係る事業の実施結果が補助金の交付の決

定の内容（第６条第２号に基づく承認をした場合は、その承認した内容）に適

合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、県社協に通知する。 
 
（補助金の経理等） 
第10条 補助金の交付を受けた県社協は、補助金に係る経理について収支の事実 
を明確にした証拠書類を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日

の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 
 

附  則 
 この要綱は、平成１８年１月３１日から施行し、平成１７年４月１日から適用

する。 
附  則 

 この要綱は、平成１８年７月３日から施行し、平成１８年４月１日から適用す

る。 



 
 別  表  

 １ 事業区分  ２ 基準額  ３ 対象経費 

 福祉サービス評価 
 推進機構設置事業 
 費 

 知事が必要と認める額    福祉サービス評価推進機構設 
 置事業の実施に必要な次に掲げ 
 る経費 
   共済費、報償費、旅費、賃 
 金、需用費（消耗品費、印刷製 
 本費、食糧費）、使用料及び賃 
 借料、役務費（通信運搬費、手 
 数料） 

 福祉施設経営指導 
 事業費 

 知事が必要と認める額    福祉施設経営指導事業の実施 
 に必要な次に掲げる経費 
  報酬、給料、職員手当等、共 
 済費、報償費、旅費、賃金、需 
 用費（消耗品費、印刷製本費、 
 食糧費）、使用料及び賃借料、 
 役務費（通信運搬費、手数料） 

 
 


